
意見書第２号
適格請求書等保存方式（インボイス制度）の廃止を求める意見書

　複数税率に対応した仕入税額控除の方式として令和５年10月から開始された適格請求書等保存方式（インボイ
ス制度）において、消費税の課税事業者が制度開始以前のように仕入税額控除を受けるには、取引先から適格請
求書（インボイス）等を発行してもらう必要があり、発行してもらえない場合は税負担増となる。
　そのため、年間売上額1,000万円以下の消費税免税事業者は、取引先からインボイスの発行を求められること
となるが、インボイスの発行のために課税事業者になると消費税の申告・納付が義務づけられるため、税と事務
の負担を負うこととなる。また、インボイスを発行できない免税事業者は、取引事業者からの消費税相当の値下
げ要求や取引排除を覚悟しなければいけない懸念が強く指摘されてきた。
　施行から２年が経過したが、小規模事業者などからは、税負担増や減収による経営状況悪化や、インボイスに
係る経理事務の負担を訴える声が噴出している。結果として、消費税納付のための借入れや廃業といった声も上
がっており、インボイス制度が事業活動や国民生活へもたらす深刻な影響は決して看過できるものではない。
　令和５年９月には、当事者らの声として、フリーランスや小規模事業者などで構成する民間団体が中心となっ
て集めたインボイス制度の反対署名約54万筆が当時の岸田文雄首相に手渡されている。
　消費税免税事業者は、個人事業主やフリーランス、個人タクシー運転手、小規模農家など多岐に渡るが、これ
らの人々が廃業・引退すると、仕入れ元の課税事業者や消費者にも影響が及び、多くの国民の不利益につながる。
インボイス導入後の小規模事業者等の苦境や昨今の経営を取り巻く環境、反対の訴えに鑑みれば、国の支援措置
の拡充だけではもはや不十分であり、小規模事業者等の経営の持続化や経済の活性化の重要性を考えると、イン
ボイス制度そのものを廃止することが最良の策であると言わざるを得ない。
　よって、国におかれては、中小企業・小規模事業者の事業存続や日本経済振興、ひいては国民の生活を守るた
め、インボイス制度を廃止することを強く要望する。
　以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。

賛成多数で可決

令和７年度一般会計・特別会計・企業会計決算
８会計の決算をすべて認定

　一般会計と５つの特別会計および２つの企業会計の各決算について、予算が計画的かつ効果的に執行さ
れたか慎重に審議を行いました。審議にあたっては執行部との間で、多岐にわたって詳細な質疑応答が交わ
されました。活発な審議の結果、その内容を適正なものと認め、いずれの会計決算も認定しました。

� 区　　分会　計　名 歳入総額 歳出総額 歳入歳出差引残額 結果
一 般 会 計 25,853,500,186 25,317,521,564 535,978,622 ○

特
別
会
計

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 5,113,167,555 5,067,731,804 45,435,751 ○
国民健康保険診療所特別会計 431,230,677 403,504,580 27,726,097 ◎
後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 1,462,272,708 1,437,399,561 24,873,147 ○
介 護 保 険 特 別 会 計 4,218,098,822 3,987,847,856 230,250,966 ○
訪問看護ステーション事業特別会計 73,708,611 68,639,444 5,069,167 ◎

（ 特 別 会 計 合 計 ） 11,298,478,373 10,965,123,245 333,355,128

企
　
業
　
会
　
計

水道事業

収
益
的

収 入 1,462,259,638

○
支 出 1,401,116,018 61,143,620

資
本
的

収 入 260,332,000
支 出 498,215,164 △ 237,883,164

下水道事業

収
益
的

収 入 1,721,174,260

○
支 出 1,627,747,430 93,426,830

資
本
的

収 入 910,912,820
支 出 1,546,514,865 △ 635,602,045

合　　　計 41,506,657,277 41,356,238,286 150,418,991
※◎全会一致で認定　　○賛成多数で認定・可決及び認定

� （単位：円）

小林議員から反対討論、東森議員から賛成討論がありました。
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